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低レベル放射性廃棄物等の処理・処分に関する考え方について（見解）
（令和３年12月28日 原子力委員会発出）のポイント

１．低レベル放射性廃棄物の処理・処分に当たっての基本的な考え方を提示。

①現世代の責任

②国際的な考え方(管理及び処分の責任主体は発生者、廃棄物発生の最小限化等)の再認識

③前提とすべき４つの原則（発生者責任、廃棄物最小化、合理的な処理・処分、発生者と国民
や地元との相互理解に基づく実施）の共有

２．低レベル放射性廃棄物等の処理・処分に当たって留意すべき事項を提示。

①処分事業者による安全性評価の公開

②放射性物質による汚染状況に応じた適切な処理・処分の実施
(汚染されていないコンクリートや鉄筋などの再資源化、クリアランス物の再利用拡大、汚染されて
いる大型機器の海外委託処理等)

③発生者等による処分場の確保のための取組の着実な推進

④処理・処分に関する知識継承、技術開発及び人材育成

⑤国による低レベル放射性廃棄物の国内保有量と将来発生量の把握及び関係者間の情報共有

３．その他、JAEA、大学等の研究施設から発生する放射性廃棄物に関する課題（予算の確保、
保管施設の確保、合理的な処分等）を提示。
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令和３年６月24日 第1回医
療放射線の適正管理に関す
る検討会（厚生労働省）資
料4より
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4

日本アイソトープ協会におけるＲＩ廃棄物貯蔵数量の推移

出典：第１回医療放射線の適正管理に関する検討会（厚生労働省）（令和3年6月24日）資料４（（公社）日本アイソトープ協会資料）

〇研究ＲＩ廃棄物については、減容・安定化・廃棄体化などの処理が進展し、徐々に貯蔵数量が減少している
が、貯蔵本数に比べると減少幅はなお小さい。

〇医療ＲＩ廃棄物については、年々増加傾向にある。



平成31年3月6日 第８回医
療放射線の適正管理に関す
る検討会（厚生労働省）資
料３より

（事務局注）RI法：放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和32年法律第167号）5



平成31年3月6日 第８回医療放射線の
適正管理に関する検討会（厚生労働
省）資料３（厚生労働省資料）より
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衆議院及び参議院の環境委員会において、原子力利用における安
全対策の強化のための核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制
に関する法律等の一部を改正する法律（平成29年法律第15号）が
附帯決議付きで可決された。同決議には、以下の内容が盛り込ま
れた。

放射性廃棄物に係る国会の附帯決議

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講
ずべきである。

○放射性同位元素、放射線発生装置及び核燃料物質等は、研究機
関、大学、医療機関、民間企業等において幅広く使用されてお
り、多様な放射性廃棄物が発生している状況にあることから、
これらの施設を所管する関係各法律においても、早期に処理・
処分の合理化に係る規定を整備すること。
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○許可届出使用者、届出販売業者、届出賃貸業者及び許可廃棄業者（以下、「使用者等」）は、原
子力規制委員会が定める放射能濃度の基準※1を超えないことについて、原子力規制委員会又は登
録濃度確認機関※2の確認を受けることができる。

（法第33条の3第1項）
※1：放射線を放出する同位元素の数量等を定める件（平成12年10月23日号外 科学技術庁告示第5号）第27条及び別表第７

（例）放射性同位元素によって汚染された金属くず、コンクリート破片等：18F: 10Bq/g、67Ga: 10Bq/g、99mTc: 100Bq/g 等

※2：公益財団法人原子力安全技術センター

○濃度確認を受けようとする者は、あらかじめ原子力規制委員会の認可を受けた放射能濃度の測定
及び評価の方法に従い、測定及び評価を行い、原子力規制委員会又は登録濃度確認機関に申請書
を提出。

○濃度確認を受けた物は、この法律、廃棄物の処理及び清掃に関する法律その他の政令で定める法
令の適用については、放射性汚染物でないものとして取り扱うものとする。

＜放射能濃度の確認のフロー＞
放射能濃度の測定及び評価の方法の認可申請（法第33条の3第2項、規則第29条の6）

↓
使用者等による、認可を受けた方法に基づいた測定・評価の実施

↓
濃度確認の申請（法第33条の3第1項、規則第29条の3）

↓
濃度確認証の交付（規則第29条の5）

↓
放射性汚染物でないものとして扱う

放射性同位元素等の規制に関する法律に基づくクリアランス制度
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平成30年1月19日 第４回医療放射線の適正管理に関する
検討会（厚生労働省）資料３（厚生労働省資料）より
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平成30年1月19日 第４回医療放射線の適正管理に関する
検討会（厚生労働省）資料３（厚生労働省資料）より
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平成30年1月19日 第４回医療放射線の適正管理に関する
検討会（厚生労働省）資料３（厚生労働省資料）より
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放射性同位元素等の
規制に関する法律

医療法 獣医療法

保管廃棄
の原則

PET核種※1又はPET核種に
よって汚染された物につ
いては、封及び表示をし、
一定の期間を超えて管理
区域内において保管廃棄
すること。

PET核種又はPET核種に
よって汚染された物を
保管廃棄する場合には、
封及び表示をし、一定
の期間を超えて管理区
域内において行うこと。

PET核種又はPET核種に
よって汚染された物を
保管廃棄する場合には、
封及び表示をし、一定
の期間を超えて管理区
域内において行うこと。

一定期間
経過後の
措置

一定の期間を経過した後
は、RI※2又はRIによって
汚染された物ではないも
のとする。

一定の期間を経過した
後は、PET核種又はRIに
よって汚染された物で
はないものとする。

一定の期間を経過した
後は、PET核種又はRI
によって汚染された物
ではないものとする。

対象※3 炭素11(１テラベクレル)、窒素13（１テラベクレル）、
酸素15（１テラベクレル）、フッ素18（５テラベクレル）

一定の
期間

PET核種の原子の数が一を下回ることが確実な期間として告示で定めた期間
（封をした日から起算して７日間）

陽電子断層撮影用放射性同位元素等の保管廃棄

※1 PET核種：陽電子断層撮影用放射性同位元素
※2 RI：放射性同位元素
※3 対象：各核種について、１日の最大使用数量が括弧内に記載する数量以下のものを対象とする 12



主な課題（例）

• 研究機関・医療機関等での保管容量や保管場所には限界がある

• 放射性同位元素等の規制に関する法律におけるクリアランス制度が十分に活

用されていない

（クリアランス制度の利用実績がない）

• 医療用放射性汚染物についてクリアランス制度が未整備

• PET4核種と同程度に半減期が短い放射性同位元素については、原子の数

が一を下回っても放射性汚染物のまま

• 医療用放射性汚染物の処分方法が限定（焼却、固形化、保管廃棄のみ）
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論点（例）

１．保管容量や保管場所に関する課題解決に向けて検討すべき事項は何か。

（例）

• 放射性汚染物でないものとして扱うことができるような制度整備
• 埋設処分を可能とするための制度整備

２．放射性汚染物の合理的な処理・処分の推進について、検討すべき事項は
何か。

（例）
 放射性汚染物でないものとして扱うことができるような制度整備（再掲）
 RI法におけるクリアランス制度の利用促進のための改善措置
 医療法におけるクリアランス制度導入に向けての制度整備
 PET4核種と同程度に半減期が短い核種に対する保管廃棄制度の整備

３．その他、検討が必要な事項は何か。
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